
議案第75号 

 

 

令和７年度湯河原町介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和７年度湯河原町の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定における歳入歳出予算の総額から歳入歳出そ

れぞれ５，０５９千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ３，１１０，０５２千円とし、当該勘定における歳入歳出予

算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和７年11月27日提出 

 

 

 

   湯河原町長 内 藤 喜 文  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　入

款 項

3 国 庫 支 出 金

国 庫 補 助 金

5 県 支 出 金

県 補 助 金

                      歳             入             合             計

‐１‐

7 繰 入 金

他 会 計 繰 入 金



683,900 1,447 685,347

185,166 1,447 186,613

424,316 723 425,039

20,432 723 21,155

494,595 △7,229 487,366

494,595 △7,229 487,366

3,115,111 △5,059 3,110,052

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

‐２‐
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歳　出

款 項

1 総 務 費

総 務 管 理 費

3 地 域 支 援 事 業 費

包 括 的 支 援 事 業 等 費

                      歳            出            合            計

‐３‐

6 予 備 費

予 備 費



92,597 △8,564 84,033

73,504 △8,564 64,940

130,228 4,372 134,600

61,738 4,372 66,110

48,869 △867 48,002

48,869 △867 48,002

3,115,111 △5,059 3,110,052

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

‐４‐



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 （ 保 険 事 業 勘 定 ）

１　総　括

歳　入

款 補  正  前  の  額

3 国 庫 支 出 金 683,900

5 県 支 出 金 424,316

‐５‐

7 繰 入 金 494,595

歳　　入　　合　　計 3,115,111



1,447 685,347

723 425,039

△7,229 487,366

△5,059 3,110,052

（単位：千円）

補    正    額 計 備  　　    考

‐６‐



92,597 △8,564

130,228 4,372

48,869 △867

3,115,111 △5,059

歳　出

款 補正前の額 補 正 額

歳　　出　　合　　計

‐７‐

1 総 務 費

3 地 域 支 援 事 業 費

6 予 備 費



84,033 △8,564

134,600 2,170 1,335 867

48,002 △867

3,110,052 2,170 △7,229

（単位：千円）

計

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳　

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

備　　　　考

‐８‐



3 国庫支出金 683,900 1,447 685,347

2 国庫補助金 185,166 1,447 186,613

3 地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 23,742 1,447 25,189

5 県支出金 424,316 723 425,039

2 県補助金 20,432 723 21,155

2 地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 11,871 723 12,594

7 繰入金 494,595 △7,229 487,366

1 他会計繰入金 494,595 △7,229 487,366

1 一般会計繰入金 494,595 △7,229 487,366

‐９‐

２　歳　入

款　　　　　　項　　　　　　目 補正前の額 補 正 額 計



（単位：千円）

金　額

1 現年度分 1,447 現年度分 1,447

1 現年度分 723 現年度分 723

3 地域支援事業繰入 1,335 現年度分 1,335
金（包括的支援事
業・任意事業）

4 職員給与等繰入金 △8,564 職員給与等繰入金 △8,564

‐10‐

節

区　分
説　　明

3  国庫支出金



国県支出金 地 方 債 そ の 他

1 総務費 92,597 △8,564 84,033 △8,564

1 総務管理費 73,504 △8,564 64,940 △8,564

1 一般管理費 73,504 △8,564 64,940 △8,564

3 地域支援事 130,228 4,372 134,600 2,170 1,335 867
業費

3 包括的支援 61,738 4,372 66,110 2,170 1,335 867
事業等費

1 地域包括支 56,083 4,138 60,221 2,388 796 954

事業費

2 任意事業費 5,655 234 5,889 △218 539 △87

6 予備費 48,869 △867 48,002 △867

1 予備費 48,869 △867 48,002 △867

1 予備費 48,869 △867 48,002 △867

‐11‐

援センター

３　歳　出

款　項　目 補正前の額 補 正 額 計

補   正   額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



（単位：千円）

1 報 酬 2,903 ○職員給与等 △11,732

2 給 料 △5,030     諸手当 △4,492

3 職 員 手 当 等 △4,365     市町村職員退職手当組合負担金 △665

4 共 済 費 △1,545     会計年度任用職員報酬 2,903

8 旅 費 138     会計年度任用職員費用弁償 138

18 負 担 金 ､ 補 助 △665
及 び 交 付 金

1 報 酬 212 ○職員給与等 3,910

2 給 料 549     諸手当 2,581

3 職 員 手 当 等 2,597     市町村職員退職手当組合負担金 77

4 共 済 費 703     会計年度任用職員報酬 212

18 負 担 金 ､ 補 助 77
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 234 ○介護用品支給事業 234
    給付費 234

○予備費 △867
    予備費 △867

‐12‐

    市町村職員共済組合負担金 703

○会計年度任用職員報酬等 228

    会計年度任用職員諸手当 16

    会計年度任用職員諸手当 127

    給料 549

説　　明

1 総務費  1 総務管理費  1 一般管理費

    給料 △5,030

    市町村職員共済組合負担金 △1,545

○会計年度任用職員報酬等 3,168

節

区　  分 金　  額



１　一般職
(1)　総括

 （単位　千円）

3,115 △ 4,481 △ 1,768 △ 3,134 △ 842

10,296

35,471 29,964 80,210

87,372

11,138 91,348

17,890 30,990 28,196 77,076

14,775

△ 3,976

9

10

(2)

比  較 △ 669 △ 613 150

給　　与　　費
共済費 合　計 備考

報　酬 給　料 職員手当 計

△ 970 △ 169

補正前 11,211 9,364 1,236 1,020 1,484

補正後 10,241 8,695 623 1,170 1,315

区分 期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当 地域手当

3,112

比  較 0 42 256 69 136

863 100 1,006 935 3,248

補正前 863 58 750 866

(10)

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員で、外書きである。

職　員
手　当
の内訳

区分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

扶養手当 通勤手当
時間外
勤　務
手　当

補正後

 （単位　千円）

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

区　分
職員数

（人）

比　較

(8)
補正前

△ 1

補正後

‐13‐



　　 ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位　千円）

区　分
職員数

給　　与　　費
共済費 合　計 備考

（人）
給　料 職員手当 計

補正後 30,990 22,602 53,592 10,296 63,888
9

補正前 35,471 24,513 59,984 11,138 71,122
10

比　較 △ 4,481 △ 1,911 △ 6,392 △ 842 △ 7,234
△ 1

職　員
手　当
の内訳

区分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

扶養手当 通勤手当
時間外
勤　務
手　当

補正後 863 100 1,006 935 3,248

補正前 863 58 750 866 3,112

比  較 0 42 256 69 136

1,315

区分 期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当 地域手当

8,294 6,830 1,236 1,020 1,484

補正後 7,183 6,159 623 1,170

 （単位　千円）

比  較 △ 1,111 △ 671 △ 613 150 △ 169

補正前

‐14‐



　　 イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

区　分
職員数

給　　与　　費
共済費 合　計 備考

（人）
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後
(10)

17,890 0 5,594 23,484 0 23,484
0

補正前
(8)

14,775 0 5,451 20,226 0 20,226
0

比　較
(2)

3,115 0 143 3,258 0 3,258
0

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員で、外書きである。

職　員
手　当
の内訳

区分 通勤手当 期末手当 勤勉手当

補正後 0 3,058 2,536

補正前 0 2,917 2,534

比  較 0 141 2

（単位　千円）

‐15‐



(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 説　　明

△ 4,481 1,216

△ 5,697

△ 1,768 1,303 通勤手当
5

時間外勤務手当
136

期末手当
488

勤勉手当
625

地域手当
49

△ 3,071 管理職員特別勤務手当

42
扶養手当

256
通勤手当

64
期末手当

△ 1,458
勤勉手当

△ 1,294
住居手当

△ 613
児童手当

150
地域手当

△ 218

備　　　　考区分 増減事由別内訳

給与改定に伴
う増減分

　（単位　千円）

職員
手当

給与改定に伴
う増減分

職員の異動等
に伴う増減分

職員の異動等
に伴う増減分

給料

‐16‐



(3)　給料及び職員手当等の状況
ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

（歳） 36.67

区　　分 一般行政職
国　の　制　度

一般行政職

 （単位　円）

（歳） 34.08

令和６年11月１日現在

平均給料月額（円） 273,390

平均給与月額（円） 279,924

平 均 年 齢

区　　　　　分 一般行政職

令和７年11月１日現在

平均給料月額（円） 277,322

平均給与月額（円） 313,714

平 均 年 齢

‐17‐



ウ　級別職員数 （級別の基準となる職務）

７級 1 10.00

計 10 100.00

５級

６級

３級 2 20.00

４級 3 30.00

計 9 100.00

令和６年11月１日現在

１級 4 40.00

２級

６級 ６級 課等の長の職務

７級 1 11.11 ７級 参事の職務

４級 2 22.22 ４級 係長・主査の職務

５級 ５級 副課長・主幹の職務

主事の職務　　

３級 ３級 主任主事の職務

令和７年11月１日現在

１級 2 22.22 １級 主事補の職務

２級 4 44.45 ２級

区　　　分

一般行政職

区分 一　般　行　政　職
級

職員数 構成比

（人） （％）

‐18‐



エ　昇給

 職　員　数（Ａ）

 昇給に係る職員数（Ｂ）

 比　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　

 職　員　数（Ａ）

 昇給に係る職員数（Ｂ）

 比　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　

オ　期末手当・勤勉手当

３号給 （人） 1 1

３号給 （人）

（％） 100.00

国の制度 2.30 2.35 4.65 あり

補 正 前 2.30 2.30 4.60 あり

備　考
６月（月分） 12月（月分） （月分）

補 正 後 2.30 2.35 4.65 あり

（％） 90.00 90.00

区　分
支給期別支給率

支給率計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

４号給 （人） 9 9

100.00

補
　
　
正
　
　
前

（人） 10 10

（人） 9 9

 号給数別内訳

２号給

６号給 （人）

８号給 （人）

9

 号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人） 8 8

区　　　　　分 合　計
代表的な職種

一般行政職

補
　
　
正
　
　
後

（人） 9 9

（人） 9

‐19‐



カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

 支給対象地域

 支　給　率  （％）

 支給対象職員数  （人）

（％）

ク　特殊勤務手当

 給料総額に対する比率 （％）

（％）

ケ　その他の手当

 20年勤続
 の者

（月分）

 25年勤続
 の者

 35年勤続
 の者

（月分） （月分）

定年前早期退職
特　例　措　置

（２％～20％加算）

備　　考区　分

33.27075支給率等 24.586875

そ の 他 の
加 算 措 置 等

最高限度

（月分）

47.709

 代表的な特殊勤務手当の名称

33.27075

 支給対象職員の比率
 （令和７年11月１日現在）

国の制度
（支給率等）

全　職　種区　　　　　分

47.709

24.586875

 国の指定基準に基づく支給率

4.00

通　勤　手　当

国の制度との異同

同

同

同

扶　養　手　当

住　居　手　当

区　　　分

 

 特殊勤務手当の支給なし

定年前早期退職
特　例　措　置

（３％～45％加算）
47.709

一般行政職 技能労務職

47.709

代　表　的　な　職　種

全域

9

4.00

 

 

差　　異　　の　　内　　容

‐20‐


